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１ 市民による森林づくりの現状と課題 ０１ 

● 森林ボランティアの現状 
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・ 森林づくりを行っているボランティア団体数は、平成９年の 

２７７団体から平成１８年には１，８６３団体と急増している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
・「平成 18 年度 森林づくり活動についてのアンケート」（林野庁）

によると、森林ボランティア団体の会員の構成を居住地別にみる

と、「都市居住者が多い」とする団体が６６％を占めている。 
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出典：平成 18 年度森林づくり活動についてのアンケート（林野庁） 
 



 
 
１ 市民による森林づくりの現状と課題 ０２ 

● 一般市民のボランティア活動への参加動向  最近５年間のボランティア活動の経験または興味・関心 
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・「ボランティア活動を推進する社会的気運醸成に関する調査研究 
報告書」（三井情報開発株式会社総合研究所、平成１６年）による

と、最近５年間で何らかのボランティア活動に参加したことがある

人の合計は、約３０％となっているものの、ボランティア活動に興

味・関心を持ったことはあるが具体的に活動を行ったことがない人

が約４６％と最も多くなっている。 
 
 
  ボランティア活動に参加した直接的きっかけ 

・また、ボランティア活動に参加したきっかけは、「自分の自発的な

意思で」が４９％となっている一方、自治会や学校、職場等で「参

加する機会を与えられて」の合計は６０．６％と最も多く、友人や

家族に「勧められて」の合計が２３．６％となっている。 

地域の教育委員会で受講した
学級講座が発展した

信仰上の理由から

その他
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出典：平成１６年 ボランティア活動を推進する社会的気運醸成に関する調査研究報告書  

（三井情報開発株式会社総合研究所） 

〔課題〕 
近年、森林ボランティア人口は増加傾向にあるが、ボランティア

活動に関心はあっても具体的な活動を行っていない市民も多い。 
ボランティア活動には、学校や職場等を通じて参加するケースが

多いことから、市民が参加しやすい森林づくりの活動機会を提供す

ることを検討することが必要。 
 

 



 
２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０４ ２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０３ 

  
● 企業のＣＳＲ活動 

 企業のＣＳＲへの取組 

〔全国（日本経団連会員企業）〕 〔道内事業者〕 
・平成１７年１０月に（社）日本経済団体連合会が発表した「ＣＳＲ

（企業の社会的責任）に関するアンケート調査結果」によると、Ｃ

ＳＲを意識して活動している企業が７５.２％を占めている。 

80.0%

20.0%

意識している 意識していない

24.8%

75.2%

意識している 意識していない

・北海道においては、「北海道内におけるＣＳＲに基づく社会貢献・

環境保全活動 意向・現況調査報告書」（平成１８年３月、環境省・

（財）北海道環境財団）において、道内事業者２２０社のうちＣＳ

Ｒを意識した経営を行っている企業が８０．０％となっており、道

外・道内とも企業のＣＳＲへの関心が高まっている。 

 
 
 

出典：ＣＳＲ（企業の社会的責任）に関する

アンケート調査（2005） 
出典：北海道内におけるＣＳＲに基づく社会貢

献・環境保全活動 意向・現況調査報告

書（2006） 
 
 

 ＣＳＲへの取組開始時期 ・「ＣＳＲ（企業の社会的責任）に関するアンケート調査結果」によ

ると、２００３年度以前から取組みを開始した企業が約５３％であ

る一方で、２００４年度又は２００５年度に開始した企業の合計が

約４７％であり、取組みが急速に拡大しているといえる。 
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出典：ＣＳＲ（企業の社会的責任）に関するアンケート調査（2005） 

2003 年以前から 
200４年から 

200５年から 
その他 

 
 



 
  

● 農山漁村での社会貢献活動に対するイメージ 

・平成１７年１１月に内閣府が実施した「都市と農山漁村の共生・対

流に関する世論調査」によると、企業が農山漁村地域との交流や農

村の活性化に協力している場合、その企業・事業所に対して「良い

印象を持つ」とする回答が８４．３％と高くなっている。 
 
 
 
 
・また、企業の農山漁村に関する協力のうち、「植林・間伐など、森

林を守る活動」に対する協力を社会貢献と感じるとする回答が５９．

３％で最も多くなっている。 

２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０４ ２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０４ 

 企業の農山漁村での協力に対する印象 
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出典：平成 17 年 都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査（内閣府） 



  
● 企業の森林整備活動 

・企業が国内で実施している森林整備・保全活動は、寄付によるも

のや社員ボランティアによるもの、環境啓発活動として取り組む

ものなど多様。 
・国有林における「法人の森林」制度のほか、一部都道府県におい

て協定などによる企業の森林づくり活動への参加が活発化。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０５ 

 
 

企業の森林づくりを促進するための課題 
（「企業の森林整備活動に関する検討会」報告書より） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

形態 取組の例 

寄付 

・企業が巨樹・巨木保護基金に寄付をして保護運動を支援 

・みどりの基金を設立し、店頭での顧客からの募金金額 

 にその 30％を企業が加えて基金に拠出 

自社有林を

活用 

・工場敷地内の緑地の維持管理 

・社有林をフィールドミュージアムとして一般市民に開放 

従業員や顧客

が参加 

・社員ボランティアによる下刈など保育作業の実施 

・顧客による記念植樹 

事業活動と

連携 

・国産材利用のカートカンの販売を通じ、売上げの一部 

を緑の基金に寄付 

・子どもを対象とした森林教室・自然観察会を実施する

自然体験型ツアーの開催 

普及啓発 
・首都圏在住者を対象に植樹イベントや自然観察会を開催 

・社員向けのボランティア情報提供システムの導入 

○多様な切り口のテーマでの森づくりの提案や地域のニーズを踏まえ

た地域からの提案など企業の理解が得られるようにすること 
○企業が森づくり活動の成果や効果をステークホルダーに対してわか

りやすく説明できること 
○企業が森づくりに参加するにあたり、ＮＰＯ、森林所有者、地域の関

係者などとの仲立ちをする支援組織を立ち上げること 
○「緑の基金」の成果の企業へのフィードバックや使途限定型募金の

テーマを増やすなど「緑の基金」の充実を図ること 

＜企業の森林づくりの事例＞

 
 



  
２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０６ 

  
 ● 市民や関係団体と連携した企業の森林づくり活動 
  
   Ｓ社の緑の基金では、「支笏湖周辺台風災害・復興の森づくり」の活動

に取り組んでおり、復興の森づくり活動の推進のため、行政機関や環境

市民団体、企業、地域団体などから成る実行員会を設立している。 

 
 
 活動には、一般の市民、ボランティア団体の植樹参加の応募を受け付

けており、２００６年秋には、６３団体、約１８００人、２００７年春には６１団

体、約２０００人が参加し、植樹を行った。 

 
 
   
  Ｓ社緑の基金 活動の様子 

（植樹：支笏湖周辺台風災害・復興の森づくり）   
     
    全国の国有林において、協定方式により企業の森林整備活動を実

施している箇所は、１９箇所あるが、このうちＮＰＯや一般市民等と連携

した活動を行っているのは２事例のみである。 

 
協定方式による企業の森林整備活動の状況（国有林） 

 
    

協定締結箇所
連携による取組を行っている事例 

19 2 (10.5%) 

 
 
 

参考：林野庁業務資料   
  

 
 
 

 
 



 
 

 
 

 
 

林野庁の「企業の森林整備活動に関する検討会」(平成１８年６月)

では、企業の森林整備・保全活動の促進のポイントとして、「企業が

アピールしやすいテーマの森づくり」や「地域のニーズやビジョン

を明確にしたアプローチ」、「企業、ＮＰＯ、森林所有者等の橋渡し

や森林づくりをサポートする「森林づくりコミッション※」の立ち

上げ」、「社員、顧客の参加や販売・消費を通じた参加の促進」等を

あげている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 

２ ＮＰＯ等との連携の場や森林整備・保全活動の場の確保 
 ○企業、ＮＰＯ、森林所有者の橋渡しや森づくりをサポートする「森林づくり

コミッション」の立ち上げと森づくり活動の支援 
○国有林の受け入れ体制の充実（協定方式によるフィールドの提供） 

 ３ 企業のもつ人、技術、資金を活用した参加の促進 
   ○社員、顧客の参加や販売・消費を通じた参加の促進 
   ○社有林や基金を活用した参加の促進 
   ○緑の基金の充実（使途限定型募金の充実、募金の成果のフィードバック） 

 ４ 企業の森林整備・保全活動の評価 
○ハード（植林、保育）、ソフト（普及啓発等）両面の活動の、定量的で分

かりやすい評価手法の検討 
   ○評価体制の整備と評価のフィードバック 

 
１ 企業の森林整備・保全活動への参加意欲の喚起 

○企業がアピールしやすいテーマの森づくり、多様な切り口のテーマの設定 
○企業内の合意形成を促進するための普及啓発 
○地域のニーズやビジョンを明確にしたアプローチ 

～検討会報告書のポイント～ 
「企業の森林整備・保全活動の促進について」 

２ 企業による森林づくりの現状と課題 ０７ 

企業が森林づくり活動に参加する事例はみられるものの、企業内での取組が多く、市民やＮＰＯ等と連携した取組を行っている企業は

多いとは言えない状況。今後は、企業とＮＰＯ、地域関係者などを結ぶしくみづくりや、企業の本業との関連も考慮した多様な形での

参加を促進することを検討していくことなどが必要。 

〔課題〕 

●企業が参加する動機付け（例） 
地球温暖化防止、花粉症対策、世界遺産周辺の森林整備や歩道などの施設整

備、巨樹・巨木の保護、野生鳥獣被害の防止・被害跡地の復旧、森林セラピー

の体験、子どもの環境教育  など 
 
●企業の人、技術、資金の活用事例 
コンビニエンスストアでの募金箱の設置、間伐財を利用した製品の購入、ＣＭや

ＨＰの中での森づくりのＰＲ、ワンクリック募金、映像・音楽・ポエム・絵本の活用、

環境配慮型商品の提供・販売（売り上げの一部を森林整備の支援金に）  など 

（参考） 

※「森林づくりコミッション」： 
自治体やＮＰＯ法人が中核となり、協力する団体、森づくり活動に熱意
のある個人等が集まって組織化を図る。関係機関の調整やフィールドの
紹介、協定締結のアドバイス等を担い、企業の森づくりを支援する。 



３ 森林環境教育の現状と課題 ０８ 

   ● 学校における森林環境教育  自然を大切にする気持ちを深める方法 
 

・内閣府が平成１８年６月に実施した「自然の保護と利用に関する 
世論調査」の結果によると、自然を大切にする気持ちを深める方

法としては、「学校や社会教育の場で自然保護教育を積極的に行

う」との回答が約６７％と最も高い。 
 
・内閣府が平成１７年１１月に実施した「都市と農山漁村の共生・

対流に関する世論調査」の結果によると、子どもたちに農山漁村

地域での人々の交流や自然とのふれあいの機会を学校が提供する

ことについて、「取り組むべき」との回答が８９％と高い。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

自然についての知識を深めるため博物館などを増やす

その他

特にない

わからない

自然保護活動への参加の場や機会を増やす

自然と親しみながら地域の文化財にふれあえる
自然歩道を増やす

自然公園などで自然解説などを積極的に行う

自然観察会や探鳥会、自然体験ツアー（エコツアー）
などの行事を増やす

学校や社会教育の場で自然保護教育を積極的に行う

テレビ、新聞、ポスターなどで自然保護の重要性を訴える

空カンなどの投げ捨てや、自然を荒らさないよう
指導や監視を強める

都市やその周辺で自然とのふれあいの場を増やす
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  子どもたちの農山漁村地域での活動・交流についての考え方 

出典：平成 18 年 自然の保護と利用に関する世論調査（内閣府） 

出典：平成 17 年 都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査（内閣府） 

 
 



  

・ 学校林所在の地域特性をみると、北海道、東北、東海、九州の

各地方に多くなっており、首都圏・近畿地方の大都市を抱える都

道府県の学校林面積※は小さくなっている。 
 
 ※ 学校林面積には、国有林における「遊々の森」の協定締結箇所を含む。 

 
 
 
 
 
 
 

・ 一方、修学旅行で体験学習を取り入れている学校が年々増加して

おり、（財）全国修学旅行研究協会による調査では、平成１８年度

の「修学旅行に体験学習を取り入れた」学校は約８割を占める。 

３ 森林環境教育の現状と課題 ０９ 

 都道府県別学校林面積 

1,000ha 以上

500－1,000ha

150－500ha

150ha 未満

出典：学校林の現況調査結果（(社)国土緑化推進機構） 

 平成１８年度 修学旅行に体験学習を取り入れた学校数 
Ｎ＝2,660（全国の国公立中学校） 

77.9%

11.1%

11.0%

取り入れた 今後取り入れたい 今後とも取り入れない

出典：平成 18 年度研究調査報告（(財)全国修学旅行研究協会）   

〔課題〕 

 
 

学校等における環境教育の関心は高いものの、大都市圏での学校林面積は少ない状況にある。一方、修学旅行での体験活動は増加して

おり、近隣に森林の少ない都市部の学校に対し、社会科見学や修学旅行などを活かした環境教育フィールドの提供を検討していくこと

が必要。 




